
決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円316 商 工 総 務 費 274,781 257,003 活力ある産業づくり（活力ある産業づくりの推進）［「平成22年度 重点課題に関する評価」掲載課題］産業・雇用振興部 手 13,637 １ 奈良県産業実態調査企 画 管 理 室  243,366 事 業 名 金 額 内 容地 域 産 業 課 千円 奈良県産業実態調査事業県内企業の活動実態や業種毎のニーズ等を調査奈 良 県 産 業 12,862 ならの成長産業調査事業実 態 調 査 事 業 本県の地域特性を踏まえ、将来の地域産業の中核となり得る産業分野を調査、検討316 商 工 振 興 費 1,285,104 1,239,810 ２ 商工業の振興対策 1,224,715千円地 域 産 業 課 [ 1,239,810] 事 業 名 金 額 内 容雇 用 労 政 課 千円 商工会等経営改善普及事業補助商工会、商工会議所及び商工会連合会が行う経営改善普及事業に対する助成商工会34カ所 商工会議所４カ所 指導員98名 支援員81名商工会連合会 指導員36名 支援員５名商工会等補助事業 1,134,527 商工会等業務高度化推進事業補助ホストコンピューター設置、オペレーター補助員設置に対する助成商工会等広域連携推進事業補助商工会広域協議会等が行う地域経済活性化に向けた取組に対する助成成 果 指 標 20年度 21年度 22年度補助職員一人当たり経営指導件数（件） 388 391 374中小企業団体中央会が行う中小企業の組織化及び育成指導事業に対する中小企業連携組織対策 助成（指導員９名）84,378事 業 補 助 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度指導件数（件） 3,430 3,763 4,096開催日 平成22年10月30日・10月31日場 所 県立橿原公苑商工・技能フェスティバル 内 容 商工まつり、技能フェスティバル及び食と農（みのり）のフェ5,810開 催 補 助 スティバルを「奈良まほろば市」として合同開催成 果 指 標 20年度 21年度 22年度フェスティバル来場者数（名） 52,000 52,000 47,000



３ 奈良県企業内人権センター事 業 名 金 額 内 容千円 企業啓発巡回指導、求人情報の収集提供（雇用指導員２名）奈良県企業内人権 5,973 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度センター運営事業 企業内での研修実施率（％） 98 99 97318 商 業 振 興 費 1,085,921 688,326 県内消費の拡大と雇用対策（県内消費の拡大）［「平成22年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(商 業 振 興 課) 国 462,558 １ 商業活動推進対策 481,690千円繰 6,986 事 業 名 金 額 内 容218,782前年度繰越分 前年度繰越分 千円 県内商店街の次世代を担う若手経営者が企画立案した活性化プランの実商店街トライアル事業 4,756394,000 393,558 施に対して助成 補助先 郡山柳町商店街協同組合外４件当該年度分 当該年度分691,921 294,768 商店街農産物直売所 商店街の空き店舗等に農産物直売所を設置し、消費者の利便性を図る取1,701翌年度へ繰越 モ デ ル 構 築 事 業 組を支援 補助先 奈良佐保短期大学外３件384,000 高齢者にやさしい 外出して買い物をすることが困難な高齢者等に対し、商品購入を代行し宅配サービス事業 6,986 て自宅に届ける宅配システムの構築[ ふ る さ と 雇 用 ] 補助先 ＮＰＯ法人 大和社中平城遷都1300年記念 県内で使用できる商品券を発行し、県民の消費を喚起することにより、プレミアム商品券 462,775 県内小売・サービス業の活性化を図り、県内の消費を拡大発 行 事 業 自社のブランド化を目指す中小企業等を支援するため、首都圏の高感度「奈良ブランド」 5,472 なセレクトショップ等において出展可能となる商品の開発に対して助成開 発 支 援 事 業 「奈良くらしくす」認定事業者数 ６事業者２ 運輸業振興対策事 業 名 金 額 内 容千円 営業用バス及び営業用トラックの輸送力の確保や、輸送コストの上昇を抑制するため助成補 助 先 (社)奈良県バス協会、(社)奈良県トラック協会運輸事業振興助成補助 121,315 補助内容 バス停留所上屋整備等 ２カ所低公害車導入助成 10台適正化事業巡回指導 167社 ほか



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円318 地 域 産 業 振 興 費 81,007 56,261 活力ある産業づくり（活力ある産業づくりの推進）［「平成22年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(地 域 産 業 課) 国 1,659 １ 地場産業の振興対策 40,860千円使 3,888 事 業 名 金 額 内 容諸 12,42238,292 千円 御所市産業振興センター等が実施する自主事業に対する助成前年度繰越分 前年度繰越分 御 所 市 産 業 振 興 人材育成、新商品開発、需要開拓事業等 補助先 御所市10,00018,000 1,659 センター事業費補助 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度当該年度分 当該年度分 センター事業来場者数（名） 5,300 5,320 4,23863,007 54,602翌年度へ繰越 毛皮革工場団地内に設置された公共下水道前処理施設維持管理費に対す宇陀市下水前処理3,500 21,533 る助成施設維持管理費補助 補助先 宇陀市履物見本市事業会場 新大阪チサンホテル・神戸国際展示場 出展者数 33社毛皮革フェアinＵＴＡＮＯ開催事業会場 宇陀市菟田野産業振興センター 出展者数 ８社毛皮革デザイン開発事業地場産業振興補助事業 9,327 内容 商品開発に係るデザイン指導 事業者個別巡回 ２社履物デザイン開発事業内容 商品開発に係るデザイン指導 事業者個別巡回 ５社スポーツ用品デザイン開発事業内容 商品開発に係るデザイン指導 事業者個別巡回 ２社322 産 業 支 援 対 策 費 452,899 371,772 ２ 奈良経済発展戦略の推進 87,598千円(工 業 振 興 課) 国 7,621 事 業 名 金 額 内 容使 43,841繰 109,163 千円 優良な技術を有する企業を支援し、リーディングカンパニー創設を支援リ ー デ ィ ン グ諸 2,732 8,001 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度カンパニー創設事業 208,415 補助支援件数（件） 2 2 2前年度繰越分 前年度繰越分10,006 7,621 就職活動前の県内学生を対象に県内企業のＰＲや技術体験の機会を設け当該年度分 当該年度分 も の づ く り ることにより、企業の人材確保を支援442,893 364,151 4,000人材育成・確保事業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度講師派遣、課外、実習回数（回） － － 227



県内企業が製造販売している商品の販路拡大のため、「奈良まほろば館」で開催する展示会への出展及び首都圏のバイヤーとのマッチングを支援大都市圏販路支援事業 465 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度展示会等開催件数（回） － 9 4県内企業の優秀な人材確保を支援するため、未就職者を試験的に雇用し、未就職者企業研修 就職に必要な技術や知識を習得するための職場内外の研修を県内企業に委 託 事 業 58,983 委託[ 緊 急 雇 用 ] 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度研修修了者数（名） － － 13ＥＣ（電子商取引） 県内中小企業の電子商取引導入を支援するため、専門家を配置コーディネーター 16,149 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度設 置 事 業 対応企業数（社） － 35 50[ ふ る さ と 雇 用 ]３ 新しい産業の創出事 業 名 金 額 内 容千円 県内における創業環境を整備し起業を促進するため、スタートアップ期の起業者が低価格で利用できる貸事務所を提供するとともに、専門スタや ま と 創 業 6,450 ッフによる相談援助を実施インキュベータ運営 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度独立後事業継続企業数（社） 6 4 4４ 科学技術の振興 40,411千円事 業 名 金 額 内 容千円 （財）奈良県中小企業支援センターと公設試験研究機関が一体となり、企業が抱える技術ニーズを収集、分析して、新たな産業に育てるための県 庁 力 活 用 18,134 仕組みを構築・運営リ エ ゾ ン 事 業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度国事業への新規採択件数（件） 24 19 9



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容産学官共同研究拠点 千円 独立行政法人科学技術振興機構が各都道府県に整備する産学官共同研究4,559整 備 事 業 拠点の受入準備地 域 結 集 型 研 究 独立行政法人科学技術振興機構が助成する地域結集研究開発プログラム開発プログラム地域 3,722 終了後の成果を利活用する体制（ＣＯＥ）の構築Ｃ Ｏ Ｅ 構 築 事 業 公設試験研究機関の研究成果のうち活用が見込まれる発明について、速やかに出願し権利化を図り、特許の効率的管理等を推進県有特許等出願・維持 2,473 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度管 理 事 業 県公設試験研究機関が出願した特許数（件） 4 8 6（社）発明協会奈良県支部を知的所有権センターとし、知的所有権に関する施策を一元化特許等産業財産権情報の構築と県内企業への提供知的所有権アドバイザー事業 指導相談件数 43件知 的 所 有 権 11,523 特許情報活用支援アドバイザー事業 指導相談件数 354件活 用 促 進 事 業 特許流通コーディネーターによる企業や研究機関等に蓄積された技術資源の活用促進 指導相談件数 221件成 果 指 標 20年度 21年度 22年度知的所有権センター利用者数（名） 425 322 292



５ 企業の経営力強化対策事 業 名 金 額 内 容千円 （財）奈良県中小企業支援センターが実施する自主事業に対する助成支援体制整備事業、窓口相談等事業、専門家派遣事業、人材育成・情中 小 企 業 支 援 81,109 報提供セ ン タ ー 事 業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度中小企業支援センターの相談件数（件） 722 1,250 393６ 地場産業の振興対策 84,837千円事 業 名 金 額 内 容千円 販売支援コーディネーターを設置し、県内事業者の販売力強化を支援販売力強化支援事業 販売促進展示会の開催8,764[ ふ る さ と 雇 用 ] 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度支援企業数（社） － － 40奈良県産業会館の管理運営奈 良 県 産 業 会 館 76,073 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度運 営 事 業 貸館稼働率（％） － － 28.2



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円322 企 業 立 地 推 進 費 580,174 215,695 活力ある産業づくり（企業誘致の推進）［「平成22年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(企 業 立 地 推 進 課) 繰 182,036 企業立地の促進33,659 事 業 名 金 額 内 容千円 企業立地促進事業産業用地情報の収集・整理戦略的企業誘致事業企業立地コンシェルジュの設置、企業立地意向アンケート調査の実施首都圏におけるＰＲ活動を展開企業立地促進補助事業企 業 立 地 の 促 進 企業活力集積補助金（中規模立地）39,279[一部ふるさと雇用] 補助先 クボタ松下電工外装(株)（雇用者加算分）奈良の企業魅力体感ツアー実施事業就職希望の高校生等を対象にした県内企業の見学、経営者による講演大和高原工業団地の開発推進企業ニーズの把握、情報提供等成 果 指 標 20年度 21年度 22年度工場立地件数（件） 26 22 27観光の振興［「平成22年度 重点課題に関する評価」掲載課題］宿泊力の向上事 業 名 金 額 内 容千円 ならの宿泊力強化事業県営プール跡地への良質な宿泊施設の誘致活動県営プール跡地の文化財試掘調査宿泊施設総合支援事業制度融資等の利用促進ＰＲ宿 泊 力 の 向 上 新規宿泊施設創出のための用地情報収集163,760[一部ふるさと雇用] 宿泊施設事業者に対するコンサルタントの派遣奈良の宿おもてなし向上対策事業県内宿泊施設のおもてなし向上を図るため、新規雇用者を活用したおもてなし向上モデル事業の実施成 果 指 標 20年度 21年度 22年度宿泊施設（ホテル・旅館）客室数（室） 9,467 9,492 9,392



324 工業技術センター費 588,195 431,405 活力ある産業づくり（活力ある産業づくりの推進）［「平成22年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(工 業 振 興 課) 国 6,330 １ 技術指導の強化対策 777千円使 6,416 事 業 名 金 額 内 容手 9,394繰 45,823 千円 技術力の向上を支援するために中小企業の技術者に対する技術研修を実諸 18,273 施研究者養成研修事業 301 345,169 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度前年度繰越分 前年度繰越分 研修修了者数（名） 6 6 56,700 6,330当該年度分 当該年度分 毛皮革産業の産地への巡回技術相談・指導581,495 425,075 皮革産業支援事業 124 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度翌年度へ繰越 技術相談・相談日数（日） 40 25 25124,000 技術の底上げを図るために小規模企業への巡回指導支援を実施技 術 指 導 事 業 172 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度指導・支援企業数（社） 97 92 93情報技術を利活用して県内中小企業の生産工程の改善を行い、県内中小ものづくり高度化促進 企業のものづくり基盤技術を整備・強化180ＩＴ人材育成事業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度指導企業数（社） － 2 4２ 技術開発の推進対策 63,203千円事 業 名 金 額 内 容千円 県内企業等と受託（共同）研究契約を締結し、工業技術センターに蓄積受 託 ・ 共 同 研 究 している技術シーズを活用した事業化研究を実施5,738推 進 事 業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度受託・共同研究件数（件） 11 13 12研究開発に取り組む中小企業の技術者等を受け入れ、研究開発を支援も の づ く り 1,044 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度オープンラボ事業 ものづくりオープンラボ受入企業数（社） 6 6 5



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容振 動 下 で の 製 品 千円21,454 振動下における金属部品の耐振動性能の実証評価方法の開発評 価 方 法 の 開 発工業技術センター本館空調更新事業 34,967 工業技術センターのエアコンを省エネ型に更新[ 環 境 保 全 ]326 中小企業金融対策費 553,733 397,746 ３ 制度融資利子補給(地 域 産 業 課) 手 548 貸 付 実 績 397,198 制 度 名 利 子 補 給 額 貸 付 枠 件 数 金 額千円 千円 件 千円組 織 強 化 育 成 資 金 新 規 14 5,000,000 4 55,000経 営 強 化 資 金 新 規 5,096 5,000,000 564 4,563,619小 規 模 事 業 者 新 規 130 500,000 26 126,800小 口 簡 易 資 金短 期 経 営 安 定 資 金 新 規 216 500,000 28 151,455長 期 経 営 安 定 資 金 新 規 13 500,000 2 10,000小 口 零 細 特 別 資 金 新 規 304 400,000 105 318,400地 域 産 業 振 興 資 金 新 規 1,127 8,000,000 66 665,520経 済 変 動 対 策 資 金 新 規 1,044 4,000,000 97 1,357,100セーフティネット対策資金 新 規 0 1,000,000 0 0緊 急 特 別 対 策 資 金 新 規 38,136 30,000,000 1,440 19,068,137再 生 支 援 資 金 新 規 0 200,000 0 0



創 業 支 援 資 金 新 規 190 1,200,000 39 188,700経 営 革 新 支 援 資 金 新 規 0 200,000 0 0フロンティア支援資金 新 規 76 300,000 9 54,300再チャレンジ支援資金 新 規 6 200,000 1 5,000企 業 立 地 促 進 資 金 新 規 73 2,000,000 1 25,000奈良の魅力あるレストラン 新 規 10 200,000 2 8,000創 業 支 援 資 金奈 良 の 宿 創 業 資 金 新 規 0 500,000 2 20,000奈良の宿フロンティア 新 規 0 500,000 0 0・ 開 業 支 援 資 金奈良の宿パワーアップ資金 新 規 136 1,000,000 9 177,450過 年 度 融 資 補 て ん 過年度 147,875合 計 194,446 61,200,000 2,395 26,794,481成 果 指 標 20年度 21年度 22年度制度融資平均融資残高（百万円） 62,894 78,353 90,100



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ４ 保証料補給金 貸 付 実 績制 度 名 保 証 料 補 給 額 貸 付 枠 件 数 金 額千円制 度 融 資 補 て ん 通 常 177,743小 規 模 事 業 者 小 口 千円 件 千円特 別 845 800,000 1 5,000保 証 料 特 別 補 給合 計 178,588 800,000 1 5,000成 果 指 標 20年度 21年度 22年度制度融資新規融資額（百万円） 44,576 57,763 26,799５ 信用保証の拡充事 業 名 金 額 内 容千円 県制度融資における信用保証協会の代位弁済に対する損失への補償信用保証協会損失補償 14,276 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度損失補償対象資金の保証承諾額（百万円） 4,413 － －６ 特別広域高度化事業（リース事業）実 施 主 体 参 加 企 業 業 種 22年度事業費 貸 付 額 事 業 内 容近畿ガス事業 桜井ガス（株） 千円 千円 都市ガスの経年管入替都市ガス供給 16,000 1,600協 同 組 合 大和ガス（株） （平成19～22年度）成 果 指 標 20年度 21年度 22年度計画達成率（％） 100 100 35


